
 

 

 

 

 

 

埼玉県知事より換地計画が認可されましたので、換地計画において 

定められた内容を「換地処分通知」として送付いたします。 

 

本冊子にて、換地処分の内容および今後の手続き等について、ご案内

いたしますので必ずお読みください。 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月 

 

鴻巣市 都市建設部 市街地整備課 

広田中央特定土地区画整理事務所 
 

鴻巣都市計画事業広田中央特定土地区画整理事業 

換地処分のしおり 

換地処分通知は、令和８年６月時点の土地登記簿に記載されている権利

者および抵当権者あてに送付しております。 

換地処分の公告日までに権利の異動があった方へは、公告時に再度権利

調査を行い、別途ご案内いたします。 
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換地計画が認可されましたので、換地処分通知をお送りします。 

今後の手続き等については、以下の頁にてご確認願います。 

１ 今後の予定について 2 頁 

２ 換地処分とは 3～8 頁 

３ 町界町名・地番が変わります 9 頁 

４ 登記地目について 10 頁 

５ 土地・建物の登記簿について 11 頁 

６ 清算金の徴収・交付手続きが始まります 12～15 頁 
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１ 今後の予定について 

 

令和８年  

●換地処分通知の発送 ⇦ 現在はここです。 

※本通知には、保留地の内容は含まれません。 

対象となる方のみ 

●保留地の予定地番等に関するお知らせの送付 

●住所変更のお知らせの送付 

※住所の変更内容や必要な手続きにつきましては、 

  令和８年１０月頃に「住所変更のお知らせ」（予定） 

  として別途ご案内します。 

 

●埼玉県知事より『換地処分の公告』 

※公告日翌日の 11 月 21 日（土）（予定）に新しい町名・

地番・地目・地積・清算金等が確定します。 

 

●土地・建物の登記簿（表題部）の書き替え開始 

※登記簿の表題部の書き替えの申請は市が行います。 

 

令和９年  

●清算金等金額通知書の送付 

※分割納付の申出（分割納付を希望される方のみ） 

※債務引受の申出、債権譲渡・相続届出等 

（売買等に伴う所有者が、清算金対象者の方とは限

りません。） 

●清算金徴収・交付の開始 

（清算金納付・交付通知、口座振込依頼書等） 

※登記閉鎖（公告後３か月程度）の解除は、別途ご案内する予定です。 

※交付清算金は、徴収清算金を原資に交付されますので、徴収清算金の納付状況

によりお待ちいただくこともございますのでご承知おきください。 

※保留地の所有権移転登記は、登記閉鎖解除後に手続きについてお知らせします。 

※上記のスケジュールは現時点での予定であり、変更となる場合があります。 

７月２１日 

１１月２０日

（予定） 

１０月頃 

１月 

４月以降 

９月 
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２ 換地処分とは 

（１）換地処分通知とは 

 

 

 

 

 

 

（２）換地処分の公告と効果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）権利変動による換地処分の再通知  

 

 

 

 

 

 

土地区画整理事業の換地計画によって定められた新しい土地の位置・地積等の

権利内容・清算金額について、所有権者、借地権者および抵当権者等の関係権利

者の皆さまへ正式に通知することをいいます。 

換地処分通知は再発行できませんので、大切に保管してください。 

換地処分通知が全ての関係権利者に到達したことを確認後、市が換地処分完

了届を提出しますと、埼玉県知事が換地処分のあった旨を公告します。 

公告の日は、令和８年１１月２０日（金）の予定です。 

公告がなされますと、公告の日の翌日に以下の効果が発生します。 

※公告とは埼玉県報等で公衆に周知すること。 

 

＜換地処分の効果（主なもの）＞ 

① 施行区域内の町名・地番・地積が変わります。 

② 現況の土地利用状況等により、地目が変わる場合があります。 

③ 施行区域内の従前の土地の権利が換地に移ります。 

④ 清算金額が確定し、対象者への徴収・交付手続きが始まります。 

⑤ 仮換地証明、底地証明等が不要になります。 

⑥ 土地区画整理法第７６条申請が不要になります。 

⑦ 施行区域内にお住まいの方は、住所が変わります。 

 

「換地処分通知」の権利内容は、令和８年６月時点の登記簿調査に基づいて作

成しております。 

その後に権利変動がありました土地については、公告時に再度権利調査を行

い、変動の対象となった方にのみ、改めてお知らせいたします。 
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今回お送りした書類は、以下のとおりです。 

 

 

換地処分通知は再発行できませんので、大切に保管してください。 

 

 

 

①「換地処分のしおり」 ........................................  本冊子です。 

②「換地処分通知について（お知らせ）」 .....  案内文です。 

③「換地処分通知」 

・換地処分通知書 .............................  皆さまへ送付しています。 

→ 法令等を明記しています。 

・換地明細書 ......................................  土地所有者の方のみ
．．．．．．．．．

送付しています。 

→ 明細書の見方は、５頁をご覧ください。 

・各筆各権利別清算金明細書 ......  皆さまへ送付しています。 

→ 明細書の見方は、６頁をご覧ください。 

・共有者名簿 ......................................  共有者の方のみ
．．．．．．．

送付しています。 

→ 共有者全員の氏名等を記載しています。 

・位置図（地区全体図） ...............  皆さまへ送付しています。 

→ 換地の場所の街区（親地番）の部分を着色しています（７頁） 

・換地図（新地番図） ....................  皆さまへ送付しています。 

→ 換地の場所の画地（新地番）を着色し、新町名、新地番、面積、敷地の

辺⾧を表示しています。（８頁） 
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位 置 図 の 見 方 

換地処分後の町名です 

 

換地処分後の町名です あなたの換地の街区位置

を着色しています。 

番号は換地処分後の地番

の親番です 
 



 

８
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換 地 図 の 見 方 

あなたの換地を着色しています 

換地の敷地辺長です 換地処分後の面積です 

換地処分後の地番です 

換地処分後の町名です 
仮換地指定時の街区番号です 
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３ 町界町名・地番が変わります 

（１）町界町名・地番が変わる日は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）土地・建物の新しい換地処分の公告と効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考例】 

＜土地＞ 

旧：鴻巣市 赤城字前原 △△番□□ 

 

 

新：鴻巣市 広田中央一丁目 ●●番●● 

 

※土地の地番の表し方は「●●番●●」となります。 

 

＜建物＞ 

旧：鴻巣市 赤城字前原 △△番地□□ 

 

 

新：鴻巣市 広田中央一丁目 ●●番地●● 

 

※建物の所在の表し方は「●●番地●●」となります。 

※家屋番号の表し方は「●●番●●（敷地を代表する土地地番）」となり

ます。 

※固定資産税・都市計画税については令和９年度課税より変更となりま 

す。 

換地処分の公告日の翌日 令和８年１１月２１日（土） （予定）から、施行区域内の

町界町名・地番が変わります。 

皆さまの換地の新しい町名・地番については、今回お送りした換地処分通知に綴

られている『換地明細書』または『各筆各権利別清算金明細書』に記載されている

「換地処分後の土地の町名・地番」に変わりますので、ご確認ください。 

また、地区全体の新しい町界町名および地番（親地番）は、換地処分通知に綴ら

れた『位置図』をご覧ください。 
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４ 登記地目について 

（１）登記地目が変わる日は 

 

 

 

 

 

 

（２）新しい地目の設定について  

 

 

 

 

 

 

 

（３）農地転用の手続きについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換地処分の公告日の翌日 令和８年１１月２１日（土） （予定）から、施行区域

内の土地の登記地目が変わる場合があります。 

変更の内容は、今回お送りした換地処分通知に綴られている『換地明細書』の「換

地処分後の土地」欄の記載のとおりですので、ご確認ください。 

※土地利用状況等から登記地目が変更されない場合もあります。 

換地処分の公告後の新地目については、法務局と相談の上、原則として現況の土

地利用状況に合わせて設定をしています。 

なお、令和８年２月に開催した「換地計画の個別説明会」等において、登記地

目の変更を申し出された方で、現況確認がなされたものについては、変更してお

りますので『換地明細書』をご確認ください。 

土地区画整理事業の開始前に農地（田・畑）として利用していた土地の地目を

「農地地目以外（宅地・雑種地）」に変更する場合、農地法に基づく農 地 転 用 の

届 出 を権利者ご自身で行っていただく必要があります。 

農地転用の届出をせずに、「農地地目以外（宅地・雑種地）」として土地利用を

されている場合は、速やかに届出をしてください。 なお、手続きに関する詳細は、

鴻巣市ホームページ（https://www.city.kounosu.saitama.jp/page/1047. html）

農地転用申請の手続き（市街化区域の場合）をご覧ください。 

その他不明点等がありましたら、鴻巣市役所 農業委員会 へお問い合わせくだ

さい。 

【問い合わせ先】 

鴻巣市役所 農業委員会 048-541-1321（代表） 
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５ 土地・建物の登記簿について 

（１）登記の変更申請は市が行います  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）新たな土地の「登記識別情報通知」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）一般登記の申請ができなくなります 

 

 

 

 

 

 

 

換地処分の公告日の翌日 令和８年１１月２１日（土） （予定）から、土地・

建物の登記簿の表題部に記載された土地の所在（町名）・地番・地目・面積および

建物の所在・家屋番号の書き替えを行います。 

この登記簿の変更申請は、市が一括して法務局に申請します。 

※登記地積は、地目が「宅地」または面積が「１０㎡以下」の場合には小数第

２位まで記載されますが、それ以外の場合は整数値のみで記載されます。 

※表題部以外の権利部（甲区欄・乙区欄）に記載された所有者や債務者の住所

は、市の区画整理登記申請では変わりません。 

皆さまご自身にて、登記閉鎖解除後に申請を行って頂くことになります。 

町名地番変更証明書の添付により、非課税（無料）となります。 

区画整理登記で登記簿が書き替えられても、原則として新たな「登記識別情報通

知（従来の権利証に代わるもの）」は発行されません。 

現在お持ちの「登記済権利証」または「登記識別情報通知」と、今回送付した「換

地処分通知」を一緒にして大切に保管してください。 

ただし、例外として、合筆換地（従前地２筆以上を１筆の換地になること）され

た場合には、新たな「登記識別情報通知」が発行されますので、登記完了後に市が

法務局から受取り、対象の方へ書留等にてご送付いたします。 

換地処分の公告日の翌日から、土地区画整理登記申請による登記簿の書き替え作

業のため、登記閉鎖期間（令和９年２月末頃までの予定）は、一般の登記申請がで

きませんので、ご承知ください。 

登記閉鎖の解除については別途ご案内する予定ですが、個別事情等によってお急

ぎ等の方におかれましては、直接法務局へ状況のご確認をお願いします。 
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６ 清算金の徴収・交付手続きが始まります 

（１）清算金とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）清算金の確定の時期は 

 
 

 

（３）清算金の対象者は 

 

 

 

（４）登記名義人が既に亡くなっている場合は 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地区画整理事業は、地権者の皆様方より土地を少しずつ提供（減歩）いただ

き換地を定め、道路・公園等の公共用地または事業費に充てる保留地を生み出し

ながら事業を行っています。 

換地については、権利者間の不均衡を生じさせないことが基本ですが、土地の

利用状況や面積・形状等は様々なため、計画された街区ごとに過不足なく換地を

定めることは困難です。 

この権利者間の不均衡を是正するために、徴収・交付する金銭のことを清算金

（土地区画整理法第 94 条）といいます。 

※地区内の徴収清算金総額と交付清算金総額は同額となり、差し引きゼロとなります。 

※交付清算金は、減歩に対する補償金ではなく、また徴収清算金は事業費に充当をする

ものでもありません。 

清算金の金額は、換地処分の公告日の翌日 令和８年１１月２１日（土） （予定）に

確定します。（土地区画整理法第 104 条第 8 項） 

登記されている土地所有者の方が亡くなっている場合、その法定相続人が清算

金徴収・交付対象者となります。 

そのため、市へ相続届を提出されていない方は、換地処分の公告日までに相続

登記申請を行うなどにより、市へ届出をお願いします。 

なお、相続登記完了の目途が当面の間困難など、特別な事情等がある場合は、所

有権とは異なり清算金（債権・債務）の権利義務だけを関係者のうちのどなたか

に譲渡・引受または委任して、清算金支払い及び交付の手続きを行うことも可能

です。（関係権利者の連署等による手続きが必要。） 

詳細は、後日送付します清算金額決定通知等でご案内いたします。 

換地処分の公告日令和 8年 11 月 20 日（金）（予定）に登記されている土地所有者

および借地権者が清算金徴収・交付の対象者となります。（土地区画整理法第129 条） 
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６ 清算金の徴収・交付手続きが始まります 

（５）仮換地を売買した場合は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）清算金の相殺について 

 

 

 

 

 

 

 

（７）土地が共有名義の場合の清算金について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地区画整理法では、換地処分の公告日令和 8年 11 月 20 日（金）（予定）に登記

されている土地所有者の方が清算金徴収・交付対象者となりますので、仮換地を

購入された方が清算金の対象者となります。 

ただし、売主等との土地取引の際に「清算金については売主に帰属する」等の

取り決めがある場合には、前述（４）同様、民法の定めに基づき清算金（債権・債

務）の権利義務だけを関係者のうちのどなたかに譲渡・引受または委任して、清

算金支払い及び交付の手続きを行うことも可能（関係者の連署等による手続きが

必要）ですので、当事者間の売買契約書の記載事項等をよくご確認ください。 

その他、清算金対象者について不明点等がありましたら、市へご相談をお願い

します。 

複数筆の土地をお持ちの方で清算金の徴収と交付がある場合には、徴収と交付の

額を差し引いた額（相殺した額）として徴収または交付します。 

ただし、交付となる対象の土地に抵当権等の担保権が登記されているときには、

債権者（抵当権者等）から供託しなくてもよい旨の申出がないと相殺できません。 

※後述（８）をあわせてご参照ください。 

お送りした「各筆各権利別清算金明細書」には、土地１筆毎の清算金額が記載さ

れています。 

共有で土地をお持ちの場合には、記載された清算金額を各人の持ち分により分

割した金額が、共有者一人ひとりの清算金額となります。 

共有の持分は、添付した「共有者名簿」の持分の欄に記載されています。 

 

※持ち分割合、または相殺等をした個々の金額は、後日送付します「清算金額決

定通知」の際に計算され、正式に通知されます。 
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６ 清算金の徴収・交付手続きが始まります 

（８）抵当権等が設定されている場合は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）徴収清算金の納付について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地区画整理法第 112 条の規定により、抵当権等の担保権が登記されている土

地の清算金が交付の場合、原則として交付清算金を供託（法務局に預ける）しなけ

ればなりません。 

ただし、抵当権者等から「供託しなくてもよい」旨の申出があれば、清算金（交

付）を権利者に交付できますが、申出がなければ市は所有者へ交付をせず清算金

を供託しなければならないので、ご承知おきください。 

 

※抵当権者等に「清算金を供託するか否か」の照会は市が一括して行います。 

徴収清算金の総額が３万円以上の方は、以下の方法にて分割納付ができます。 

徴収すべき金額の総額 分割徴収する期限 回数 

３万円以上５万円未満 ６か月以内 ２回 

５万円以上１０万円未満 １年以内 ３回 

１０万円以上１５万円未満 １年６か月以内 ４回 

１５万円以上２０万円未満 ２年以内 ５回 

２０万円以上２５万円未満 ２年６か月以内 ６回 

２５万円以上３０万円未満 ３年以内 ７回 

３０万円以上３５万円未満 ３年６か月以内 ８回 

３５万円以上４０万円未満 ４年以内 ９回 

４０万円以上４５万円未満 ４年６か月以内 １０回 

４５万円以上 ５年以内 １１回 

清算金を分割徴収する場合における毎回の徴収すべき額は、利子（令和 8 年

６月現在年 1.７％：施行規程第 28 条第 3 項に定める利率）を合わせて毎回均

等とし、第２回以降の納付すべき期限は、毎回の納付すべき期限の翌日から起算

して６か月ごととなります。 

分割納付を希望される方は、清算事務のときに手続きが必要になりますので、

改めてお知らせします。 
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６ 清算金の徴収・交付手続きが始まります 

（10）清算金の徴収・交付の時期について 

 

 

 

（11）徴収清算金を滞納したときは 

 

 

 

 

 

 

（12）交付清算金の確定申告について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご質問、ご相談がございましたら、下記お問い合わせ先まで 

お気軽にお電話または、ご来所ください 
 

 

 

 

 

 

（区画整理事業のページ） 

【お問い合わせ先】 

鴻巣市 都市建設部 市街地整備課 

広田中央特定土地区画整理事務所 

住所 鴻巣市吹上富士見１－１－１ 

電話 ０４８-５４８-８２９１（直通） 

（平日：午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

清算金の徴収または交付時期は令和９年４月以降を予定しております。清算事務

の準備が整いしだい、改めてお知らせします。 

徴収清算金を滞納した場合は督促状を発し、滞納日数に応じて、督促の清算金額

に年利 10.75％の割合を乗じて得た額を延滞金として清算金額と合わせて徴収し

ます。 

また、督促状の納付期限までに完納しないときは、国税滞納処分の例により財産

の差押を受けることになりますので、ご承知おきください。 

交付清算金については、土地等の譲渡所得となり課税の対象となります。 

ただし、令和 8 年分の確定申告を行うことで「収用等の 5,000 万円の特別控

除」の適用が受けられます。 

申告に必要な証明書は、市から後日お送りいたします。 

※なお、複数の換地を所有される方で、交付清算金と徴収清算金を相殺した結

果、徴収となった方や交付額が減額された方も、相殺前の交付清算金が課税

対象となりますので確定申告が必要です。確定申告を行う際の手続きや注意

事項については、納税地を所轄する税務署に相談ください。 


